
文教大学国際学部紀要　第 30 巻 1 号　　　　　　　　　　   2019 年 7 月

－ 99 －

〔研究論文〕

観光業と漁業が連携したツーリズム研究
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Abstract
 The purpose of this study is to clarify the actual situation of collaboration activities between 
primary industry and tourism. We focused on Toba City. Toba City works on public-private partnership 
focusing on cooperation and circulation of fishery and tourism, and has experience in local 
development by this tourism business. We interviewed people who work in the tourism industry while 
engaged in fishing in Toba City about their hardships in their business and their way of thinking. From 
the interview survey results, in the Toba City activity where fishery and tourism collaborated, we got 
the impression that the fishermen were motivated to improve their income and were making good 
results. This action was supported by people who has a pioneering spirit in this area. Furthermore, 
the participants were old and young men and women, local community, and young immigrants, all of 
them were motivated to work regardless of their age and history of residence. For the development 
of collaboration activities between tourism and fishery, it was necessary for the local government to 
make plans with the fishery association, and to make an effort to adjust the relationship with tourism.

1. 本研究の背景と課題

　わが国では高度経済成長期以降、観光が日常的なレジャー活動の一つとして普及し、いわゆるマ

スツーリズム（大衆観光）が到来するとともに発地側の旅行会社が主導する形で観光ビジネスが発展

してきた。しかし、1970 年代になるとオイルショックなども相まって観光の大型化への疑問が呈

されるようになり、マスツーリズムへの批判や弊害が指摘されるようになった。さらに「持続可能

な開発」という概念が広まった 1990 年代以降は持続可能な観光の考え方が定着するなど、観光を取

り巻く環境は徐々に変化を遂げた。これに伴い、観光目的地である地域社会側が主導する観光形態

が模索されるようになり、「地域主導型観光（Community-led Tourism）」というキーワードが脚光を浴

びるようになった。人口減少や高齢化、基幹産業の衰退が進む地域には、関係人口によってこの傾

向に少しでも歯止めをかけようと、積極的に地域主導型観光に取り組むところも少なくない。地域

社会にもたらす負のインパクトが問題視された発地側主導の観光への代替案であった地域主導型観

光は、「地域づくり」と結びつく形で、運動論的側面をもちながら推進されているといえる [1][3]。
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地域側に視点をおけば、地域主導型観光は保母（1996）[4] が提唱する「内発的発展」の一つであり、

石森秀三は「自律的観光」[1] と呼ぶ。

　地域主導型観光の実践の形として、グリーン・ツーリズム、エコツーリズム、コミュニティ・ベー

スト・ツーリズム、観光まちづくりなどがある。グリーン・ツーリズムは 1950 年代半ばにフラン

スで始まった農村振興政策である。初期に普及した欧州では農村での「滞在」が主目的であったが、

1990 年代半ばに導入したわが国では農山漁村での「体験」を主目的とする農漁村振興策として普

及し、1993 年には関連法も整備された。エコツーリズムは 1960 年代に主として熱帯の自然地域で

の大衆観光による弊害の克服と観光による経済獲得を狙いとして模索されたオルタナティブ・ツー

リズムの一形態であり、1982 年に IUCN が国際会議で取り上げたことから世界に普及した。1990

年前後に離島の国立公園で導入が開始されたわが国では、地域振興と自然保護、観光振興の３目的

を融合させる概念として定着し、2008 年にはエコツーリズム推進法が施行されている。コミュニ

ティ・ベースト・ツーリズムは観光運営のあり方に関する概念であり、地域外の民間企業や政府な

どに観光の主導権を任せず、観光者を受け入れる地域に観光運営の主導権を集約し、経済効果のリー

ケージを回避しようとする考え方である。海外では国際協力型で観光基盤整備を行っている国や地

域においてこの考え方を取り入れる傾向が見られる。特に東アフリカ諸国では地域にコンセッショ

ンの母体を設ける形での運営形態が見られる。日本では、上述したグリーン・ツーリズムやエコ

ツーリズムの推進地域に多い。2003 年に国連機関となった UNWTO は、2004 年に観光開発に関す

る環境、経済、社会文化的な側面に着目した「持続可能な観光の原則」を発表した（注１）が、こ

の原則はこれらの観光形態を包括する上位概念と言える。2015 年に国連が提唱した持続可能な開

発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）でも、いくつかの原則に持続可能な観光（Sustainable 
Tourism）への言及が見られるが、「地域主導型観光」は、今日の世界が目指すべき目標と合致した

ものとなっているといえよう。

　地域主導型観光に取り組む地域は、観光振興を通して解決したい課題を有しており、地域によっ

てその実情は多様である。特に第一次産業を主産業としてきていた地域が観光に取り組む背景には、

第一次産業従事者や後継者の減少や自然環境の変化により、生業の維持が困難になっていることが

ある。「結い」によって集団で営んできた農林漁業では担い手の減少は生業の持続に直接影響を与

える。海津・森重は、三重県鳥羽市と熊本県阿蘇市において漁業集落（三重県鳥羽市）や牧野組合

（熊本県阿蘇市）と観光の関わりに関する研究を通して、農漁業で扱う資源が観光資源化されると

き、第一次産業を通して地域で培われてきた人的関係や意思決定のガバナンスと観光運営上のネッ

トワークの乖離を統合する「観光ガバナンス」の概念が重要となると指摘した [5]。真に持続的に

発展を続ける地域においては、この両者が均衡を保ちながら連携することが望ましいが、第一次産

業の持続が困難をきたしたときにこの均衡は崩れるはずである。第三次産業に傾斜していく地域で、

過渡期的な産業として「6 次産業」が注目されているが、その先にあるものを予測して地域のあり

方を考えることが必要であろう。　

　上述した傾向の流れは、第一次産業が盛んであった海外の観光地においても、似た様な課題を見

いだす事が出来る。発展途上国にある世界的観光リゾート地であるインドネシアのバリ島では、国

家政策に始まって成長した観光業の発展と、それに伴う、現地住民の生活を支える自給自足の農業

の衰退の課題に直面している。2014 年のインドネシア政府統計局による職業センサス結果によれ

ば、農林漁業従事者は島人口の 24％であり、2004 年に比べ約 4 割減少した。また、バリ島政府統

計局における農業センサスのデータは、バリの農業世帯の数が著しく減少したことを示している。
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2003 年では 492,394 世帯、2013 年では 408,233 世帯が記録された（小区域および事業者別農業事業

数 ST 2003-2013）[6]。この 10 年間で農業世帯は 17％減少しており、のべ約 8,400 世帯が毎年農業

をやめていることがわかる。農業人口は確実に減少し、かつ政府による支援が追いつかない中で、

農業就労への希望を見つけることは非常に難しい状況にある。この結果、職業を選択する若い世代

は経済的に有利な観光業や公務員を選択する傾向にある。これらを背景とし、農業と観光業をかけ

合わせた持続可能な経済発展と農業活性化の方法論として、グリーン・ツーリズム（アグロ・ツー

リズム）に着目し、観光業と農業を融合させた職業の可能性を拡げるべき取り組みに注目している

[9]。

2. 本研究の目的

　本研究は、上述の問題意識のもとで以下の実態について調べながら、第一次産業と観光の連携事

業について、「第一次産業への対策」「観光業の対策」「第一次産業と観光の連携事業」をキーワードに、

下記の点を明らかにする事を目的としている。

① 第一次産業が主産業である対象地の観光対策

② 本業と観光業との関わり

③ 第一次産業の現状について

④ 第一次産業の人材について

⑤ 第一次産業を利用した観光業

　農林漁業が主産業でありながら、その担い手が減少、高齢化し過疎化も進んでいる現状に対し、

漁業と観光の連携と循環を重視して官民連携で取り組んでおり、かつ、この観光業による地域振興

が一定の実績を有している、鳥羽市に着目する。農林漁業が主産業でありながら衰退しつつあり、

観光業と結びつくことで、その打開策を見いだしているこの地を調べ、同じ事情を抱える場所への

地域振興策への一助となる様な考察を行なうことにつなげたい。

3. 調査計画

3.1 調査対象地について
　三重県鳥羽市は伊勢湾口に面し、文字通り湾の「鳥羽口」にある。市域には内陸部のほか答志島、

菅島、坂手島、神島の 4つの有人離島を持つ（図 1）。

　2015 年国勢調査に基づく人口は 19,448 人であり、2010 年国勢調査時より 10％の人口減少となっ

ている（表 1）。2015 年調査による産業構造別就業人口は第一次産業 14.4%、第二次産業 17.0%、

第三次産業 65.8% と、第三次産業が占める割合が高い。このうち第一次産業についてみると、2010

年調査時は 1,325 人であった [7] ことから、5 年間で 105 人増加している。このうち漁業者は 1,206
人（2010 年）から 1,285 人（2015 年）に増えており、このうち女性が 88 人増であった（図 2）。鳥

羽市は日本で最も海女の数が多いことから、増加人数には海女が含まれていることが想定される。
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図１ 鳥羽市域図 

（三重県ホームページ M-GIS[4]より海津作成） 

 

  

（三重県ホームページ M-GIS[4] より海津作成）

図１　鳥羽市域図
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表 1　年次別世帯・人口推移（国勢調査データによる）
表 1 年次別世帯・人口推移（国勢調査データによる） 

 

（出所：鳥羽市ホームぺージ[8]） 

 

図 2 鳥羽市における産業構造別人口 
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図 2　鳥羽市における産業構造別人口

（各年国勢調査に基づき海津作成）

3.1.1 地勢・動態
鳥羽市は伊勢志摩国立公園に含まれ、伊勢神宮へも近いことから、三重県を代表する観光地となっ

ている。また、ワカメやノリ、アワビ、カキ、イセエビなどの海産物や海女文化も有力な観光資源である。
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3.1.2 観光資源と観光入込動向
鳥羽市は伊勢志摩国立公園に含まれ、伊勢神宮へも近いことから、三重県を代表する観光地であっ

た。ワカメやノリ、アワビ、カキ、イセエビなどの海産物や海女文化も有力な観光資源である。戦前・

戦後を通じて鳥羽水族館、御木本真珠ヶ島 ( 現ミキモト真珠島 ) などの大型施設に依存する観光振興を

図ってきた。しかし、バブル経済崩壊後の大型観光施設における集客の落ち込みは明らかで、現在は

下げ止まりのまま横ばいがつづいているといえる。鳥羽市の観光入込客数は、伊勢神宮の式年遷宮に

左右され、近年では1993年、2013年が遷宮の年にあたり、翌年に観光客数の増加がみられている（図3）。

図 3　鳥羽市の観光入込客数の変遷（単位 : 人）

（鳥羽市ホームぺージより海津作成）

2000 年になると大型観光開発はほぼ完全にストップし、鳥羽市の観光政策は方向転換を図るこ

ととなった。エコツーリズムや離島観光などの新しい観光振興が推進されるようになった。2005

年鳥羽市戦略プランでは離島の活性化をうたい、答志島を始めとする「島の旅社」の設立、島の宝

をデータベース化した「真珠箱」の整備が提案された。島の旅社は答志島と神島にそれぞれ設立され、

島の資源の掘りおこしと発信事業、着地型旅行商品の提案等を行っている。2008年に策定された「鳥

羽市第 1次観光基本計画」では市としてのエコツーリズム推進を掲げ、自然資源を活用した観光推

進を行うことが位置づけられた。これを受けて 2010 年に「鳥羽市エコツーリズム推進協議会」が

設立され、2012 年には「エコツーリズム推進法」による認定地域となった。2018 年は、さらに認

定地域の広域化をめざし、「伊勢志摩国立公園エコツーリズム推進協議会」を設立したため、現在

鳥羽市には２つの推進協議会が存在するかたちとなっている。前者は鳥羽市観光課が事務局を務め

ている（表 2）。
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表 2　鳥羽市の観光の変遷

 

年 西暦 動向 観光者数（人） 宿泊者数（人）
昭和21 1946 伊勢志摩国立公園指定
昭和26 1951 御木本真珠ヶ島開館
昭和30 1955 鳥羽水族館開館 942,782
昭和34 1959 イルカ島海洋遊園地開園 1,532,000
昭和39 1964 伊勢志摩スカイライン開通 3,185,521
昭和45 1970 近鉄特急が賢島まで直通運転開始 4,021,000
昭和48 1973 式年遷宮 4,967,020
昭和58 1983 鳥羽水族館にラッコ入館 4,720,215
昭和60 1985 ミキモト真珠島に真珠博物館開館 5,708,860
平成２ 1990 鳥羽水族館新館オープン 6,519,054
平成５ 1993 式年遷宮、おかげ横丁、伊勢戦国時代村オープン 6,522,012
平成６ 1994 志摩スペイン村オープン、世界祝祭博覧会（まつり博）三重 6,669,700
平成10 1998 鳥羽ガイドボランティアの会発足 5,608,287
平成12 2000 海島遊民くらぶ発足 5,036,587
平成14 2002 NPO法人伊勢志摩バリアフリーツアーセンター発足 4,851,382
平成16 2004 島の旅社推進協議会結成 4,948,783 2,064,212
平成19 2007 相差海女文化資料館開館、赤福食品偽装問題発覚 5,134,960 2,128,192
平成20 2008 宿泊統計の根拠を入湯税に統一、島っこガイドスタート 4,672,479 2,164,334
平成22 2010 鳥羽市エコツーリズム推進協議会設立 4,538,003 1,975,363
平成24 2012 三世代海女を市のシンボルに 4,120,230 1,718,443
平成25 2013 式年遷宮 4784263 2,009,880
平成26 2014 4,426,539 1,861,065
平成27 2015 4,617,471 1,884,352
平成28 2016 4,481,154 1,847,338
平成29 2017 4,284,915 1,726,642
平成30 2018 伊勢志摩国立公園エコツーリズム推進協議会設立 4,313,698 1,747,584

3.1.3 エコツーリズム推進について
鳥羽市エコツーリズム推進協議会は、エコツーリズム推進法に基づく認定団体である。エコツー

リズムのコンセプトを「循環」と「連携」とし、鳥羽の自然と生活をとりまくあらゆる主体が連携し、

資源を循環させながら地域振興に結び付け、持続的な発展を進めようとしている（注 2）。2014 年

からは、とくに漁業と観光の連携による漁業振興をはかるためのエコツーリズムの推進という役割

をもつようになった。観光は地域と外をつなぐ役割をもち、観光者の購買行動が漁業振興につな

がり、漁業者の生業の一つとしてのエコツアーガイドという位置づけも想定されるからであろう。

2000 年当時は鳥羽市エコツーリズム推進協議会会長が代表を務める「海島遊民くらぶ」のみであっ

たエコツアー実施団体は、2017 年 11 月には 9 事業所に増えた。この中には海女の団体や漁師が立

ち上げた団体も含まれており、2017 年末のガイド・語り部数は 85 名にのぼる。

3.2 調査詳細（インタビュー視点、人選、方法、調査日程など）
　鳥羽市で漁業に携わりながら観光業にも関わる人々に、実際の現場での苦労や、その考え方につ

いてインタビュー調査を行った。

　漁観連携事業を進めるにあたっては、地域住民の理解や動機付けの高さ、ソフト・ハードの双方

での魅力的な観光ソフトの提供能力と、それを支えるビジネス基盤及び行政の後押しを基本的要素

と考えた。これらから、インタビューの視点と対象者を下記とした。

a. インタビュー視点

1. 地域住民の理解や動機付けの高さ

漁業関係者や地域住民の、現在の鳥羽市の観光への取組みに対する意識

2. ソフト・ハードの双方での魅力的な観光ソフトの提供能力

漁業と観光業が結びついた観光客に魅力的なソフト

3. 支えるビジネス基盤及び行政の後押し
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地元で漁業と観光業を結びつけたビジネス事例と意識

行政の担当部署と漁業組合の意識

b. インタビュー対象者

・ 農林漁業に関わりながら（もしくはかつて携わった）観光振興のプロジェクトに参加している

地元の人

・ 観光振興と漁業を対象とする行政関係者

・ 観光振興プロジェクトに熱心に参加協働している住民

・ 次世代の育成にあたっている教育関係者

・ 観光振興に前向きでない住民

3.2.2　調査方法
　調査目的を念頭に、インタビュー項目を表 3とした。

表 3　インタビュー調査における質問内容

　2001 年に設立されたエコツアー企画会社であり、鳥羽市で三重県鳥羽市の豊かな自然を活かし

た体験型ツアーで地域おこしに取り組む「OZ-group 海島遊民くらぶ」代表の江﨑貴久氏にコーディ

ネートを依頼し、上述の 3.2.b. のインタビュー対象者の選定を得た。選定されたのは、観光業に関

わる地元漁師 4名と加工食品業者 1名、水産業者 1名、観光業が盛んな地域の町内会長 1名、漁業

組合長 1名、海女 1名、市役所担当者 4名の合計 13 名である（市役所は同席は 4名だがインタビュー

回答は 2名としている）。インタビューを希望していた、「次世代の育成にあたっている教育関係者」

と「観光振興に前向きでない住民」に関しては、該当者が見つからなかったため、インタビューは

実施できなかった。調査は、筆者が 2018 年 12 月 14 日に現地訪問し行なった。インタビュー時間

は対象者について、各 30 分程度とした。
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4. 調査結果　

　インタビュー調査の結果について、表 5 で回答を整理した。その結果について、下記に 2. 本研

究の目的で示した 5視点に沿って結果を示す。

4.1 鳥羽市の観光対策について
　「自分（被験者）の目から見た観光対策の状況」については、ややネガティブな評価をしている

ものの、ほぼ全員が、地域のそれぞれの立場の意識が上がって来ており、連携の動きも見られ状況

が改善されつつある、と述べている。

　「地域住民の生活に対してのプラスの影響」については、行政によれば地域住民で観光に関わっ

ている人は約 8割であり、魚の地域ブランドに誇りを持つ様になっている、とのことであった。実

際の住民の声としては「行政からのフォローが進みつつ有るが、まだフォローが十分でない」とい

う評価が多かった。
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表 4　インタビュー調査の結果表 4 インタビュー調査の結果 
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4.2 本業と観光業との関わりについて
　「本業の中で観光業と関わる時間」については、冬は西風が強く、潮が高いので船を出せない日

が多いため、漁業を利用した観光ソフトが夏場に集中していることがわかった。漁師によれば、夏

場は漁業の仕事が少なくなるのでバランスがとれているとのことだった。また、伝統行事と観光を

連携させる仕組みは行政とも連携し模索中であった。さらに、観光客と漁業を結びつける大きな役

割を担う宿泊業（旅館組合）は、漁業協同組合との連携の取り組みを進めているが、行政の支援を

待っている状況にあった。

　「本業における観光業の考えの位置づけ」については、ほとんどの人が本業に観光業を結びつけ

ることでの収入向上への可能性を見いだしている。海女については、観光業と連携しても、自分達

があてがわれている漁場での採取量が増えなければ需要に応えられないので、採取場所の割当が改

善されるべき課題を持っていた。

4.3 鳥羽市の漁業の現状について
　「漁業に関する将来の展望はどのように考えるか」については、多くの人々が気候変動の影響や、

それに伴う漁獲量の減少によって漁業で生計を立てることが難しくなっていると回答した。その一

方で、物理的な改善が可能な浜に生息するアサリに関しては、漁業者の努力次第でアサリを増やす

ことができる、との意見もあった。その他、養殖業には可能性が見いだされており、漁業の方法次

第で将来は明るくなる可能性があるとわかった。

　「漁業が魅力的でなくなっているとすればそれはどのような理由か」については、気候変動、過

剰捕獲、海辺のコンクリート護岸工事などの人間活動を原因とする海の変化によって魅力が無く

なっていることがわかった。行政からは、工夫と努力があれば稼げるとの意見もあり、既に変化し

てしまった海への適応策が必要とされていることも考えられた。

　「漁業を今後も繁栄させていくためにはどのような対策が必要か」については、漁業自体につい

ては、漁と養殖の両方の環境整備、海産物のブランディングにあった。観光業との連携に関しては、

ツアーの充実、新たなビジネスの発掘、交流人口から得られる収入による観光振興資金の確保、海

女の後継者の育成にあった。

4.4 鳥羽市の漁業人材について
　「漁業を希望する人は今後増えるかどうか、どうしたら漁業につきたいと考える人が増えると思

うか」については、今後に関しての希望は非常に低いことがわかった。しかしながら、漁業に養殖

の選択肢を取り入れること、新たなビジネスモデルを作る意欲のある人を受入れる、もしくは漁業

のための鳥羽市への移住対策をとり、漁業に夢を見いだすイメージを作ることが出来れば、人材が

増えることが考えられるとのことであった。

4.5 漁業を利用した観光業
　「漁業を利用した観光業への関心」については、全員が有ると答えた。行政は観光ソフトの充実

のためにエコツーリズムにも着目し、漁業と観光業の連携への支援を積極的に考えていた。既にツ

アー運営に携わっている漁業関係者は、参加客とのふれあいに喜びを見いだしており、やりがいを

感じている。しかしながら、旅館組合と漁協の連携が模索段階であることからも、漁業者から見た

観光業はその魅力を実感しているが、観光業から見た漁業の連携方法がまだ発展途上にあることが
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わかった。

　「地域住民からの理解」については、全体的に低い状況であった。また、漁業者間の関係につい

ては閉鎖的で、観光業のビジネスで成功している人に対しては理解がなく、排他的であるとの意見

もあった。一方、漁協ではこれを１人勝ちは地元としては受入れられず、皆で繁栄させられる様な

仕組みづくりをしたい、という意見を持っていた。

　「実際のお手伝いに関わっているか」については、実際のビジネスに参加している立場と、観光

振興策を支援している立場に分かれた。ビジネスに参加している立場の人は、新たな観光ソフトに

よるビジネスモデルが成功している立場の人々であり、全員が観光業を盛り上げている立場にあっ

た。支援する立場は、旅館組合、漁業、行政のそれぞれの立場がより効果的に連携できる方法を作

り上げるための問題解決を前向きに検討していた。

　「お手伝いの内容と報酬・どの程度の報酬をのぞむか」については、ビジネスに参加している立

場の人は、自分の職業上の技能を生かした内容で、それに見合った報酬を得ていた。支援する立場

は、行政では文化的要素を取り入れたイベントを企画していた。

　「今後どのように発展していくべきか」については、漁業と観光業に関わる者の、意欲的な取り

組みを副業として取り入れて、そこで収入を上げていくことが考えられていた。そこでは漁協や行

政の様に、良いアイデアを皆で共有して地域全体が盛り上がっていける様な仕組みづくりも欠かせ

ないということであった。

　「訪問する外国人」については、海女が接する機会が圧倒的に多く、ビジネスに参加している立

場の人だけが、接客の実践を経験していた。外国のメディアの訪問も多く、通訳がついてくること

もあり、海女には英語のネイティブスピーカーはいないが、中学程度の単語でコミュニケーション

が充分にとれるとのことであった。海女文化協議会では、海女小屋でスマートフォンの高機能な翻

訳機能のアプリを導入しており、取材以外にも数多くの外国人観光客へ対応をしていた。市役所を

始めとする支援する立場については、外国人対策は、ほとんど進んでいないことがわかった。

　「漁業を発展させる、鳥羽の観光へのアイデア」については、外国人対策、海の自然環境、漁業

と観光業の関わり方の 3点に集約できた。外国人対策については海女が一番接する機会が多く、身

振り手振りによる積極的なコミュニケーションで乗り越えているが、地元住民は英語を話そうとし

ていないので努力が必要。また、英語の掲示板を多く増やすべきとのことであった。海の自然環境

については、特に釣り船を出す人々が認識しており、ヘドロが海中に多く広がっていることや、磯

焼けが生じているので、浅瀬の環境を見直すことが必要。また、山の木々が豊かな海の生物を育て

るので、山を大切に維持していくことも必要であるとのことであった。漁業と観光業の関わり方に

ついては、情報発信力を高めることが必要であることや、行政によって対策を進めて欲しいと言わ

れている一方で、行政側の意見では、漁業者が目先の利益だけを見がちであることと、観光業の中

心を担う者が漁業の現状を知らないので、一緒に取組む必要性が生まれる環境づくりが必要である

とのことであった。

5. 考察

　インタビューの各質問への回答内容でもっとも強調されている内容を表 5に整理した。これらか

ら、鳥羽市の漁業を利用した観光振興に関わる人々の考え方と課題について、漁業の対策、観光業

の対策、行政の対策の３つについて次の様にまとめられた。
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表 5　各質問の回答内容の整理

①漁業の対策　：養殖やアサリ漁の技術向上、夏期の観光ソフトの導入の強化

②観光業の対策：英語対応の強化、宿泊施設と漁業の結びつき強化、海女ビジネスの工夫

③全体の対策　：行政による更なる漁業と観光業の連携への支援策の強化

　インタビュー調査結果より、鳥羽市における漁業という第一次産業と観光業が連携した地域の観

光振興のあり方は、漁業関係者は収入向上策に意欲的であり、かつ成果を上げている印象を受けた。

この動きの原動力は数名の地域のパイオニア的存在の企業精神をもった人々が支えていた。さらに、

参加する人々は、老若男女それぞれで、かつ、地元に根付いた人々も若い外からの参入者も存在し

ており、年齢や居住の歴史を問わず、意欲を持って取組んでいた。また、海女という伝統を守って

いたことが観光業の目玉に成長していた。ここでは、海女文化協議会という組織を準備し、観光対

策をいち早くとり、ニーズを逃さない努力も非常に大切な視点であったと考えられる。観光業に関

しては、行政が先陣を切り、漁業を取りまとめている漁業組合と一緒に観光振興策をつくり、さら

に観光業者の足並みを整えていく努力が必要であった。

　第一次産業と観光業が連携した地域の観光振興のあり方は、第一次産業の衰退への危機と同時に

持続可能な発展への問題意識を持ち、かつ、ビジネスライクな向上心を持ったキーパーソンがいる

こと、それに理解を示す第一次産業従事者がいること、ニーズに即応する実践力、これらが大切で

あることがわかった。

　今後の研究として同様に、第一次産業と観光の連携を模索する他地域との比較、農業を主産業と

する海外事例との比較を実施したい。

注記
注１：持続可能な観光の 3原則

1) 主要な生態学的過程を維持し、自然遺産や生物多様性の保全を図りつつ、観光開発において

鍵となる環境資源を最適な形で活用する。

2) 訪問客を受け入れるコミュニティーの社会文化面での真正性を尊重し、コミュニティーの建

築文化遺産や生きた文化遺産、さらには伝統的な価値観を守り、異文化理解や異文化に対す
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る寛容性に資する。

3) 訪問客を受け入れるコミュニティーが安定した雇用、収入獲得の機会、社会サービスを享受

できるようにする等、全てのステークホルダーに公平な形で社会経済的な利益を分配し、貧

困緩和に貢献しつつ、実行可能かつ長期的な経済運用を実施する。

注 2：鳥羽市エコツーリズム推進協議会では、「鳥羽市エコツーリズム宣言」にその考え方を示し

ている。
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